
研究開発法人とファンディングエー
ジェンシーの在り方

1. 人事制度の抜本的改革（国立大学法人改革と
一体的に進める）→理研の年俸制、「国家研究
員制度」

2. 調達・契約の戦略的運用→研究開発ミッション
に合った制度

3. 産学連携（スピンオフの制度化）→戦略的随意
契約による民間企業への技術移転と調達によ
るベンチャー支援、知財戦略と競争政策

4. 技術情報の管理（デュアルユース）
5. 法人の評価制度の見直し
6. 世界と一体化した研究開発システム
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1. 日本版DARPAの導入（「明らかに成功するプロ
ジェクトは採択しない」）→HSARPAとARPA・E

2. IQT方式（CIAのNPOによるVC）によるリスクマ
ネーの提供→民間VCとの共同出資も可能、IT
（サイバーセキュリティー）や材料科学のベン
チャー企業

3. プライズ方式

→ 目利きの育成と産・学・官循環による効果
→ 政府調達（官需）とベンチャー企業育成
• 特許制度など技術管理
• グローバル化によるイノベーションの促進と成
果の囲い込みの問題

ハイリスクの研究開発を支える仕組み

国防研究開発の相対的低下（2006年、2009年）
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世界と一体化したサイエンスシステム
→世界の頭脳を日本に集め海外の資源を

内部化する

• 科学技術外交の重要性
• 世界から注目される国家プロジェクトの検討
→多角的な視点からプロジェクトを評価（経済
効果、外交面などを含む）

→国家プロジェクトの柔軟的運営を目指した仕
組みの導入（リアルタイムで評価、継続性と柔
軟性を同時に確保）

Global mobility: Science on the move
「科学者は研究費を追って移動するが、それぞれの国の文化や制度が
移動のパターンに影響を及ぼす。」

Nature, 17 October 2012
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